
株式会社アグリトライ 
貸 借 対 照 表 

（平成 23 年 6 月 30 日現在） 
 

（単位：円）   
資 産 の 部 負 債 の 部 

科   目 金   額 科   目 金   額 
【流動負債】 

支 払 手 形

買 掛 金

未 払 金

工 事 未 払 金

預 り 金

未 払 費 用

賞 与 引 当 金

未 払 法 人 税 等

リ ー ス 債 務

【固定負債】 

預 り 保 証 金

長期リース債務

資 産 除 去 債 務

【297,199,575】

98,964,673

144,870,850

2,186,750

44,551,795

483,819

1,075,257

4,125,867

338,500

602,064

【10,145,252】

1,500,000

742,113

7,903,139

負債の部合計 307,344,827

純 資 産 の 部 
【株主資本】 

(資本金) 
 
(利益剰余金) 
その他利益剰余金

繰越利益剰余金

【77,172,404】

44,000,000

33,172,404

33,172,404

33,172,404

【流動資産】 

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

未 収 収 益

前 払 費 用

完成工事未収入金

未成工事支出金

立 替 金

商 品

還 付 消 費 税

貸 倒 引 当 金

【固定資産】 

(有形固定資産) 
建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

減価償却累計額

土 地

リ ー ス 資 産

(無形固定資産) 
電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

(投資その他の資産) 
出 資 金

保 証 金

長 期 前 払 費 用

リサイクル預託金

【350,620,267】

94,733,558

40,732,370

132,795,883

315,749

314,810

15,214,501

66,423,974

65,124

86,000

1,060,000

△1,121,702

【33,896,964】

( 31,397,694 )

55,759,419

2,762,800

2,683,363

10,336,781

△61,359,158

19,870,312

1,344,177

 ( 1,478,110 )

1,447,775

30,335

( 1,021,160 )

140,000

50,000

823,660

7,500 純資産の部合計 77,172,404

資産の部合計 384,517,231 負債及び純資産の部合計 384,517,231

 



個別注記表 

 
重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 
１．資産の評価基準及び評価方法 
   たな卸資産の評価基準及び評価方法・・・・最終仕入原価法 
 
２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産・・・・建物 
   （リース資産を除く） 平成 10 年 3 月 31 日以前に取得したもの   旧定率法 
              平成 10 年 4 月 1 日から 
              平成 19 年 3 月 31 日までに取得したもの   旧定額法 
              平成 19 年 4 月 1 日以降に取得したもの    定額法 
             建物以外 
              平成 19 年 3 月 31 日以前に取得したもの   旧定率法 
              平成 19 年 4 月 1 日以降に取得したもの    定率法 
             なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
              建物及び構築物           １０年～３５年 

工具器具備品             ３年～２０年 
無形固定資産・・・・定額法 

   （リース資産を除く） ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法 
   リース資産 ・・・・リース期間を耐用年数として、残存価格を零とする定額法によってお

ります。 
 
３．引当金の計上基準 

貸倒引当金 ・・・・債権の貸倒損失に備えるため、法人税法に規定する法定繰入率により

回収不能見込額を計上しております。 
賞与引当金 ・・・・従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計

上しております。 
 
４．その他計算書類の作成のための基準となる重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。 
 
 
 
 



５．会計方針の変更 
資産除去債務に関する会計基準の適用 

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号 平成 20 年 3
月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 21
号 平成 20 年 3 月 31 日）を適用しております。 
これによる当事業年度の営業利益、経常利益への影響は軽微であり、税引前当期純利益は

7,002,669 円減少しております。 
 
貸借対照表に関する注記 
 
１．関係会社に対する金銭債権・債務 
（１）短期金銭債権      139,581,646 円 
（２）短期金銭債務        2,679,075 円 
 
 
損益計算書に関する注記 
 
１．関係会社との取引高 
（１）売上高         702,746,866 円 
（２）仕入高          9,089,543 円 
 
 
株主資本等変動計算書に関する注記 
 
発行済株式の種類および株式数に関する事項 

株式の種類 前 期 末 増  加 減  少 当 期 末 
普通株式 ４４，０００株 － － ４４，０００株 

 
 
一株当たり情報に関する注記 
 
１．一株当たり純資産        1,753 円 
 
２．一株当たり当期純利益       132 円 
 


